
経営比較分析表（令和3年度決算）
鹿児島県　鹿児島市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 H29 H30 R01 R02 R03

5,255 4,765

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 385,171 440,731 425,983

法適用 交通事業 自動車運送事業 その他 年間輸送人員（千人） 10,473 10,467 10,123

610,906

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

146 45.7 有 有

680,764

- 152.4 3,614 135

H29 H30 R01 R02

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

○事業の状況
　令和3年度は、前年度に比べ新型コロナの影響は若
干緩和したものの、インバウンドの消滅や行動自粛に
伴う利用者数の減により厳しい経営状況が続いてお
り、表①経常収支比率、表②営業収支比率は公営企業
平均値に届いておらず、表③流動比率、表④累積欠損
比率は赤字が長年継続しているため非常に厳しい数値
となっている。

○独立採算の状況
　表⑤利用者1回当たり他会計負担額、表⑦他会計負
担比率は、敬老パス・友愛パス負担金等により、公営
企業平均値を大きく上回っている。特に令和2年度以
降大きくなっているのは、自動車運送事業の抜本的見
直しにおける初期の経営を安定させるための人件費補
助によるものである。表⑥利用者1回当たり運行経費
は、新型コロナによる利用者数の減と抜本的見直しの
初期における過員により令和2年度以降、特に厳しい
数値となっている。

○資産及び負債の状況
　表⑧の企業債残高対料金収入比率は、局舎等リ
ニューアルにより増加し、28年度には土地の売却益で
企業債を繰り上げ償還したものの、令和2年度と3年度
の特別減収対策企業債（元金償還3年間据置）の借入
により残高が増加したため、比率が大きく上昇した。
　表⑨の有形固定資産減価償却率は、バス等の資産取
得の時期により、年度ごとにばらつきがある。27年度
の局舎等リニューアルに伴い有形固定資産が増加した
ことなどから、数年間は公営企業平均値を下回ってい
たが、令和元年度以降はそれまで継続していたバス車
両の更新を行っていないことから、増加している。

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 79.5 78.8 75.5 74.1 82.6 当該値 64.3 62.5

R03 H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02R03

平均値 103.3 102.4 98.5 83.7 89.7 平均値

9.7 5.660.1 42.1 46.4 当該値 23.4 13.5

94.0 93.2 89.9 71.4 76.9 平均値

369.9 764.4 852.25.9 当該値 276.4 317.9

62.9 34.8 35.1 58.4 66.5

2. 経営の効率性について

156.7 155.3 154.2 126.8 108.4 平均値

R01 R02 R03R03 H29 H30R01 R02R01 R02 R03 H29 H30H29

78.973.0 80.7

■当該値⑥ 275.6 283.8 295.8 430.2

48.5 49.9 36.8 81.8 118.2 当該値13.3 14.8 14.2 30.1 31.9 当該値

53.2402.0 平均値 8.0

■当該値⑤ 71.4

■平均値⑥ 180.1 182.9 190.5 244.7 231.7

78.136.8 42.1 42.1 129.5 128.2 当該値

75.4

■平均値⑤ 14.5 14.7 14.2 23.4 23.9

56.9 平均値 77.8 77.4 74.9 74.510.3 平均値 21.9 23.3 29.58.0 7.5 9.6

2. 経営の効率性

全体総括

　本市自動車運送事業については、事業規模を縮小す
る抜本的見直しを推進することとし、令和2年4月1日
付で16路線、令和3年4月1日付で4路線を民間バス事業
者に移譲したところであり、年次的な人員削減に取り
組んでいる途上である。
　しかしながら、新型コロナの影響によるインバウン
ドの消滅や行動自粛などから利用者は大幅に減少し、
厳しい経営状況が続いている。
　今後とも「鹿児島市交通事業経営計画」に基づき、
自動車運送事業の抜本的見直しを着実に推進するとと
もに、コロナ禍収束後の新たな社会に即した事業見直
し等を進め、軌道事業と合わせて持続可能な経営基盤
の確立を図りながら、公共交通機関として、安全・安
心で快適な質の高いサービスの提供を目指していく。

H29 H30 R01 R02 R03

　表①走行キロ当たりの収入は民間企業平均値に比べ
て高い状況にあるものの、表④乗車効率を勘案し、利
用状況を踏まえたダイヤ改正等に取り組む必要があ
る。
　表②走行キロ当たりの運送原価、表③走行キロ当た
りの人件費は、人件費単価の違いにより、いずれも民
間企業平均値に比べて高い状況にある。
　表④乗車効率は、公営企業平均値に比べて低い状況
にあり、引き続き利用状況を踏まえたダイヤ改正等に
取り組む必要がある。

H30 R01 R02 R03 H29 H30

当該値 409.33 431.61 425.53 462.38

H29 R01 R02 R03R03

7.8285.74 当該値 9.0 8.9 10.4 7.5

平均値 276.25 287.33

519.17 553.61 562.93 558.80

H29 H30

609.99 当該値 227.72 233.84 242.75 302.44

H30 R01 R02H29 H30 R01 R02 R03

503.63 当該値

18.1 14.2 15.4

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

161.36 178.97 184.26 平均値 18.4 18.3295.98 310.87 336.89 平均値 152.52 157.06平均値 206.25 210.22 213.69 183.59 198.62
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